埼玉県政策形成基礎調査業務委託プロポーザル募集要綱
１　趣旨
　次期５か年計画（令和４年度～８年度）の策定に当たり、今後取り組むべき施策検討の基礎資料を得るため、人口の将来見通しと将来展望に関する調査分析を行う。また、ＳＤＧｓに係る企業等の意識調査を行い、埼玉版ＳＤＧｓの推進のための基礎資料とする。
　ついては、委託事業者の選定に当たり、豊富な経験と高い専門知識を有する事業者から提案された企画等を一定の基準で評価選定する公募型プロポーザルを実施する。

２　対象業務

（１）業務名　　　埼玉県政策形成基礎調査

（２）業務内容　　別添仕様書のとおり

（３）履行期限　　令和３年３月１５日

（４）委託限度額　１５，５６６，０００円
　　（※本業務の契約締結に係る上限額（消費税及び地方消費税を含む）であり、予定価格に　　　ついては、この範囲内で別途算定する。）
３　参加要件（参加者は、次のすべての要件に該当していること。）

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定するものでないこと。

（２）埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第９１条の規定により、埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者ではないこと。
（３）提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。
（４）提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けている者ではないこと。

（５）民事再生法による再生手続き開始の申立て、会社更生法の規定による更生手続開始の申立て又は破産法の規定による破産手続開始の申立てが行われているものでないこと。
（６）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等の納付すべき税金を滞納しているものでないこと。
（７）過去５年以内において、都道府県、政令指定都市、中核市、特別区又は埼玉県内の市のいずれかの総合計画策定関連業務を受託し、全て誠実に履行した実績（平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日の間に完了した業務）を有していること。
（８）提案仕様書の内容を熟知し十分に理解した上で、本公募型プロポーザルに参加できること。
４　説明会

（１）日時

　　　令和２年４月７日（火）午後２時から午後３時まで

（２）場所

　　　埼玉県庁　本庁舎２階企画財政部会議室

　　　さいたま市浦和区高砂３－１５－１

５　提出書類等
（1） 提出書類等
別添「企画提案書等提出書類作成要領」を参照し、次の①から⑧の書類等を提出すること。

　①参加申込書（様式１）
　②企画提案書（様式自由）
　③企画提案書を説明する２０分以内の音声又は音声及び動画の電子ファイル

    ※提出する媒体はＣＤもしくはＤＶＤとし、ファイル形式は「ｗｍｖ形式」とする

　④業務工程表（様式自由）
　⑤業務実施体制調書（様式２）

　⑥同種業務実績調書（様式３）
　⑦会社概要書（様式４及び会社パンフレット等）

　⑧参考見積書（内訳表）（様式自由）

（２）提出方法
持参又は郵送（配達証明）によること。
（３）提出期限

令和２年４月２４日（金）午後５時（必着）

　　　（※提出後における企画提案書の追加及び変更は認めない）

（４）提出先

〒330-9301　さいたま市浦和区高砂３－１５－１

埼玉県企画財政部計画調整課　計画担当

６　質問の受付及び回答

（１）受付期間

　　　令和２年４月１５日（水）午後５時まで

（２）質問書の提出方法

　　　別添「質問書」（様式５）に記入の上、下記担当あて電子メールで送付すること。電話及び直接来所による質問には応じない。

　　　（質問書提出先：計画調整課 計画担当 a2130-02@pref.saitama.lg.jp）
（３）質問に対する回答

　　　質問書を提出した事業者に対して電子メールで回答する。

７　審査及び選定方法
（１）審査方法

　　①　県は、提出書類等を確認し、質問事項等を４月２７日（月）に電子メールで応募者へ送　　　付する。
　　②　応募者は、質問事項等に対する回答を作成し、４月３０日（木）正午までに電子メール　　　で提出する。（回答先：計画調整課 計画担当 a2130-02@pref.saitama.lg.jp）
　　③　県は、②の回答内容を踏まえ、提出書類等に基づく審査を実施し、その結果を応募　　　者全員に電子メールで連絡する。（※現在のところ５月７日（木）を予定）
（２）選定方法等
①　上記の審査により、企画提案内容、業務実施体制、見積額等を総合的に勘案し、委託候補事業者を選定する。

②　県は、委託候補事業者と業務履行に必要な協議を行う。協議が整った場合は、当該事業者から見積書を徴収し、当該見積書の内容を精査の上、随意契約による業務委託契約を締結する。

　　なお、委託候補事業者との協議の結果、合意に至らなかった場合又は「３　参加要件」を満たさなくなったとき、若しくは不正と認められる行為をしたことが判明した場合は、次点の事業者と協議を行う。

８　無効とする参加申込
　　次の各号のいずれかに該当する申込みは無効とする。

（１）談合その他の不正行為が行われたと認められるもの。
（２）資格審査の結果、参加資格がないと認められるもの。
（３）虚偽の申請により資格を得た者が提出したもの。
（４）指定する提出期限を超えて提出（到達）したもの。
（５）配達証明以外の方法で郵送されたもの。
（６）「５提出書類等」の（１）に示す提出書類がないもの。
（７）参加申込書に申請者の記名・押印のないもの。
（８）委託限度額を超える金額で参考見積書を提出したもの。

（９）参考見積金額を訂正したもの。
（10）参考見積書と内訳書の金額が合致しないもの。

（11）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭であるもの又はこれを訂正して押印のない提出書類により参加申込をしたもの。
９　公募型プロポーザルの停止、中止及び取消し

　緊急等やむを得ない理由等により、公募型プロポーザルを実施することができないと認められる場合は、公募型プロポーザルを停止、中止又は取り消すことがある。なお、この場合において、当該公募型プロポーザルに要した費用を埼玉県に請求することはできない。

10　その他

（１）参加申請に係るすべての費用（企画提案書の作成などに要する費用）は、参加者の負担とする。

（２）提出された参加申請に係るすべての書類等については返却しない。また、企画提案書による提案内容は埼玉県に帰属する。

　【問合せ先】
　　埼玉県企画財政部計画調整課　計画担当（担当者：猿田・吉田）
　　　ＴＥＬ　０４８－８３０－２１４１　　　
　　　電子メール　a2130-02@pref.saitama.lg.jp

